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公共工事における総合評価方式の 

運用について 
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１． 研究の経緯 

国土交通省では、2005年4月に施行された「公共

工事の品質確保の促進に関する法律」を踏まえ、

競争参加者に技術提案等を求め、これらと価格を

総合的に考慮して落札者を決定する総合評価方式

の適用拡大を図っている。 

国総研では公共工事の各発注者の参考に資する

ため、2005年9月に「公共工事における総合評価方

式活用ガイドライン」等を策定している。その後、

総合評価方式の実施状況の分析や受発注者からの

意見・要望等を踏まえて、ガイドライン等の改定

版として、2007年3月に「総合評価方式適用の考え

方」、2008年3月に「総合評価方式の改善に向けて

～より適切な運用に向けた課題設定・評価の考え

方～」をそれぞれとりまとめた。 

 

１． 「総合評価方式の改善に向けて～より適切

な運用に向けた課題設定・評価の考え方～」

のポイント 

(1)技術的難易度評価に基づくタイプ選定 

工事規模（予定価格）等によりタイプ選定して

いる傾向が見られたことから、工事の技術的な難

易度による評価の結果を活用し、総合評価方式の

タイプ選定を行うこととした。 

また、標準型においては、複数の課題あるいは

難易度が高い技術が必要な技術提案を求める場合

には標準型（Ⅰ型）を適用し、求めない場合は標

準型（Ⅱ型）とした。 

(2)タイプに応じた適切な評価 

簡易型では、工事の確実な施工に資する施工計

画を評価することとし、発注者が示す仕様書通り

に施工する上での配慮すべき事項が適切か不適切 

かを評価（可か不可か）することを基本とした。 

また、標準型・高度技術提案型では、技術ダン 

ピングを助長させないよう評価の上限（値）を明

示することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 総合評価方式のタイプ選定フロー 

 (3)手続き日数の短縮 

標準型（Ⅱ型）は、技術提案書の分量を最小限

とすることにより技術資料の提出期間の短縮を図

り、簡易型の手続きを踏襲することとした。 

 

２． 技術ダンピングに対する今後の対応 

 技術ダンピングを助長させないために、前述の

対応を行っているほか、国総研においては、評価

項目等について、以下の対応策を提案している。 

・改善効果が低い評価項目や、現場条件の変更

に伴い影響を受ける（不確実性の高い）評価項

目は、技術提案の課題として設定しない。 

・求める技術提案に上限（値）を設定する場合、

発注者は予定価格の範囲内で技術提案の上限

（値）を履行することが可能かどうか判断する。 

・受発注者間の認識の乖離が生じないよう、技

術提案の課題や上限（値）の設定根拠、対象範

囲等を入札説明書でわかりやすく記載するよ

う努める。 

 

【参考】http://www.nilim.go.jp/lab/peg/index.htm 

Yes

No

３．自然条件

件条会社．４件条物造構．１

性特トンメジネマ．５性特術技．２

６．特別配慮事項
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高度技術提案型

標準型
（Ⅰ型）

作業条件等から施工にあたり
求められる事項の抽出

［工種共通］

工事技術的難易度評価の実施
（工事特性の把握）

簡易型
標準型
（Ⅱ型）

主たる構造物に求められる
機能・性能等の事項の抽出

［工種ごと］

技術提案により更なる
品質向上を図る必要があるか

高度技術提案型を
適用する工事か

技術的難易度評価
の大項目

複数の課題
あるいは難易度の高い技術が
必要な技術提案を求めるか

小項目にＡ評価があること、
又は技術的に重要な小項目
にＢ評価があることを目安

課題設定数と個々の課題の難易
度（技術的に重要な小項目にＡ評
価があることを目安）を勘案
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１ 競争参加資格審査における企業評価の見直しについて 

 企業の実績や努力が請負者の選定に適切に反映される仕組み（良い循環）を構築するために、次回（2009・

2010年度）の競争参加資格審査に向けて、工事規模と技術的難易度の2軸による発注標準の区分と競争参加

機会の拡大、工事成績評定の重視等技術力をより重視した技術評価点数の算定式等について、業界等からの

意見等を踏まえるとともに、最新の資格審査データ等を用いてシミュレーション分析・検討を実施し、具体

的手法を提案した。 

総合技術政策研究センター                                   

建設マネジメント技術研究室長 笛田 俊治、主任研究官 塚原 隆夫、交流研究員 毛利 淳二 

 

２ 設計・施工一括発注方式及び詳細設計付工事実施マニュアルの策定 

 国土交通省においては、公共工事の調達にあたり設計と施工を分離することを原則としてきたが、設計・

施工一括発注方式及び詳細設計付工事を適用することで、設計の品質確保、合理的な設計、設計・施工の効

率化等効果が得られると期待される橋梁、水門設備、電線共同溝等を対象に、実施上の留意事項である発注

者と受注者におけるリスク分担の設定の考え方、リスクの顕在化時の対応の方法等をとりまとめ、設計・施

工一括発注方式及び詳細設計付工事実施マニュアルとしてとりまとめた。 

総合技術政策研究センター 建設マネジメント技術研究室長 笛田 俊治、主任研究官 宮武 一郎 

 

３ 発注者支援型ＣＭ方式事例集の作成 

 ＣＭ方式とは、発注者・受注者の双方が行ってきた様々なマネジメント（発注計画、契約管理、施工監理、

品質管理等）の一部を、これまでとの発注方式とは別な方式で、別の主体に行わせる方式である。国土交通

省直轄事業においては、2000（平成12）年度より試行されている。試行されたＣＭ方式は、発注者を支援す

る方策として実施され、工事段階の監督体制を補完する目的で行われてきた。これらの事例を踏まえ、国土

交通省直轄事業における発注者支援型ＣＭ方式の取り組みついて、今後のＣＭ方式の導入の参考資料となる

よう、事例集としてとりまとめた。 

総合技術政策研究センター 建設マネジメント技術研究室長 笛田 俊治、主任研究官 宮武 一郎 
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